
第９号議案 

令和７年度藤枝市病院事業会計予算 

 

（総則） 

第１条 令和７年度藤枝市病院事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

（１）病 床 数                一  般                            ５６４ 床 

（２）年間患者数                入  院                    １６０，６００ 人 

外  来                    ２７４，６７０ 人 

（３）一 日 平 均                入  院                        ４４０．０ 人 

患 者 数                外  来                    １，１３５．０ 人 

（４）主要な建設改良事業 

ア 医療器械器具等購入事業費             ３６６，０００千円 

   イ 病院施設整備事業費                ８５９，０００千円 

 

（収益的収入及び支出） 

第３条  収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

      収     入 

第１款  病院事業収益                                    ２３，４００，０００千円 

第１項   医 業 収 益                                  ２２，４５２，６００千円 

第２項   医業外収益                                      ９４７，４００千円 

      支     出 

第１款  病院事業費用                                    ２３，４００，０００千円 

第１項   医 業 費 用                                  ２３，０９１，２００千円 

第２項   医業外費用                                        ２８８，７００千円 

第３項   特 別 損 失                                          １００千円 

第４項   予 備 費                                          ２０，０００千円 
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（資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的 

 支出額に対して不足する額７１２，０００千円は、当年度消費税及び地方消費税資本 

的収支調整額及び当年度分損益勘定留保資金で補塡するものとする。）。 

収     入 

第１款  資本的収入                                      １，７４７，０００千円 

第１項   企   業   債                             １，１２８，０００千円 

第２項   出   資   金                                 ５６１，１００千円 

第３項   投資回収金                                             ６００千円 

第４項   補   助   金                                  ５７，３００千円 

支     出 

第１款  資本的支出                                      ２，４５９，０００千円 

第１項   建設改良費                                   １，２２５，２００千円 

第２項   償 還 金                                   １，１９０，０００千円 

第３項   投 資                                        ３３，８００千円 

第４項   予 備 費                                         １０，０００千円 

 

（企業債） 

第５条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。 

      

 

起債の目的       

 

限 度 額 起債の方法 利    率 償還の方法       

医療器械器具 

購入事業費 

 

千円 

 

 

324,000 

普通貸借 

 

又は 

 

証券発行 

 

公的資金 

 指定利率 

 

その他 

 5.0％以内 

 

ただし、利率見直

し方式で借入れる

資金について、利率

の見直しを行った

後においては､当該

見直し後の利率に

よる。 

  

公的資金については、

その融資条件により、銀

行その他の場合は、その

債権者との協議による。 

ただし、企業財政の都

合により償還期限を短

縮し、若しくは繰上償

還、又は低利に借換える

ことができる。 病院施設 

整備事業費 

 

 

 

804,000 
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（一時借入金） 

第６条 一時借入金の限度額は、４，０００，０００千円と定める。 

 

（予定支出の各項における経費の金額の流用） 

第７条 予定支出の各項における経費の金額を流用することができる場合は、次のとおり

と定める。 

 （１）各項に計上した給与費に係る予算額に過不足が生じた場合における医業費用と医 

業外費用の間の流用 

 （２）消費税及び地方消費税に不足が生じた場合における医業費用と医業外費用の間の 

流用 

 

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第８条 次に掲げる経費については、これらの経費の金額を、これらの経費のうち他の経費 

の金額に、若しくは、これら以外の経費の金額に流用し、又は、これら以外の経費をこれ

らの経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。 

（１）職員給与費                                １１，７８５，２００千円 

（２）交 際 費                                           １，５００千円 

 

（棚卸資産購入限度額） 

第９条  棚卸資産購入限度額は、７，１７０，０００千円と定める。 

 

 

令和７年２月１７日提出 

 

藤枝市長   北 村 正 平 
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収 入

備考

1 病院事業収益 23,400,000

1 医 業 収 益 22,452,600

1 診 療 収 益 21,409,300

2 負 担 金 648,900

3 そ の 他 医 業 収 益 394,400

2 医 業 外 収 益 947,400

1 受 取 利 息 配 当 金 15,100

2 補 助 金 62,600

3 負 担 金 680,000

4 保 育 所 収 益 14,000

5 長 期 前 受 金 戻 入 89,000

6 その他医業外収益 86,700

令和７年度　藤枝市病院事業会計予算実施計画

（単位：千円）

款 項 目 予 定 額

収益的収入及び支出
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支 出

備考

1 病院事業費用 23,400,000

1 医 業 費 用 23,091,200

1 給 与 費 11,700,000

2 材 料 費 6,720,000

3 経 費 3,290,000

4 減 価 償 却 費 1,262,700

5 資 産 減 耗 費 43,100

6 研 究 研 修 費 75,400

2 医 業 外 費 用 288,700

1
支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費 20,000

2
長 期 前 払 消 費 税
償 却 費

70,800

3 医 療 職 員 養 成 費 53,300

4 保 育 所 運 営 費 91,400

5
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税 36,000

6 雑 支 出 17,200

3 特 別 損 失 100

1 そ の 他 特 別 損 失 100

4 予 備 費 20,000

1 予 備 費 20,000

（単位：千円）

款 項 目 予 定 額

－ 399 －



収 入

備考

1 資 本 的 収 入 1,747,000

1 企 業 債 1,128,000

1 企 業 債 1,128,000

2 出 資 金 561,100

1 出 資 金 561,100

3 投 資 回 収 金 600

1 投 資 回 収 金 600

4 補 助 金 57,300

1 補 助 金 57,300

支 出

備考

1 資 本 的 支 出 2,459,000

1 建 設 改 良 費 1,225,200

1 建 物 費 859,000

2 器 械 備 品 費 366,000

3 建 設 諸 経 費 200

2 償 還 金 1,190,000

1 企 業 債 償 還 金 1,190,000

3 投 資 33,800

1 長 期 貸 付 金 32,400

2 敷 金 1,400

4 予 備 費 10,000

1 予 備 費 10,000

（単位：千円）

款 項 目 予 定 額

資本的収入及び支出

（単位：千円）

款 項 目 予 定 額
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（単位：千円）

1 業務活動によるキャッシュ・フロー

　 当年度純利益 0

減価償却費 1,262,700

固定資産除却費 43,080

棚卸資産の増減額(△は増加) 20

退職給付引当金の増減額(△は減少) △ 18,519

修繕引当金の増減額(△は減少) 100

賞与引当金の増減額(△は減少) 25,000

法定福利費引当金の増減額(△は減少) 2,000

長期前受金戻入額 △ 89,000

受取利息及び受取配当金 △ 15,100

支払利息 20,000

長期前払消費税償却 70,800

修学資金の費用化額 45,750

未収金の増減額(△は増加) 167,369

未払金の増減額(△は減少) 60,740

前受金 △ 1,601

1,573,339

利息及び配当金の受取額 15,100

利息の支払額 △ 20,000

1,568,439

2 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 1,115,431

長期前払消費税 △ 112,291

長期貸付金による支出 △ 32,400

敷金の支払による支出 △ 1,400

敷金の回収による収入 600

国県補助金等による収入 57,300

△ 1,203,622

3 財務活動によるキャッシュ・フロー

他会計からの出資による収入 561,100

一時借入による収入 500,000

一時借入金の返済による支出 △ 500,000

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 1,128,000

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 1,190,000

499,100

4 資金増加額(又は減少額) 863,917

5 資金期首残高 4,283,893

6 資金期末残高 5,147,810

投資活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー

令和７年度藤枝市病院事業予定キャッシュ・フロー計算書

（令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで）

小計

業務活動によるキャッシュ・フロー
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１　総　　括
（単位：千円）

法 定
特別職(人) 一般職(人) 報 酬 給 料 職員手当等 計 福 利 費

‹353›

(9)

959 

資本勘定支弁職員 －　 －　 －　 －　 －　 －　 －　 －　

‹353›

(9)

959 

‹358›

(8)

959 

資本勘定支弁職員 －　 －　 －　 －　 －　 －　 －　 －　

‹358›

(8)

959 

‹△5›

(1)

　－ 

資本勘定支弁職員 －　 －　 －　 －　 －　 －　 －　 －　

‹△5›

(1)

　－ 

（単位：千円）
管 理 職 時 間 外 休 日 勤 務

手 当 勤 務 手 当 手 当

本 年 度 76,105 38,797 471,884 238,048 678,577 16,959 132,089 115,753

前 年 度 75,685 38,534 470,958 235,960 633,853 10,879 130,213 111,861

比 較 420 263 926 2,088 44,724 6,080 1,876 3,892

宿 日 直 放 射 線 夜 間 勤 務 夜 間 看 護 病 院 勤 務 期 末 ・

手 当 取 扱 手 当 手 当 手 当 手 当 勤 勉 手 当

本 年 度 130,323 1,171 84,382 210,216 50,211 73,800 2,007,483 14,089

前 年 度 165,818 1,134 83,166 200,740 46,186 61,080 2,033,733 13,399

比 較 △ 35,495 37 1,216 9,476 4,025 12,720 △ 26,250 690

診 断 書 退 職

作 成 手 当 給 付 費

本 年 度 9,989 6,246 300,000

前 年 度 10,300 6,203 300,000

比 較 △ 311 43 － 

給 与 費 明 細 書

区 分

区 分

区 分 扶 養 手 当

分 娩 手 当児 童 手 当

医 務 手 当 通 勤 手 当

診 療 手 当

11,785,2001,705,59410,079,606

602,000

4,656,122

給 与 費

4,828,484595,000

11,785,20010,079,606

22,900

職

員

手

当

の

内

訳

比

較

合 計区 分

前

年

度

本

年

度

職 員 数

※注1 〈〉は、会計年度任用職員数の外書き

損益勘定支弁職員

11,762,3001,709,8081損益勘定支弁職員

27,11426,420

22,900△ 4,214

4,820,790

27,11426,420

△ 4,214

※注2　()は、再任用短時間勤務職員数の外書き

合 計

合 計

合 計

損益勘定支弁職員

7,694－　

7,694△ 7,000－　

△ 7,000

4,820,790602,0001 1,709,80810,052,492

1

1 1,705,594

11,762,300

595,000 4,828,484 4,656,122

4,629,702

10,052,4924,629,702

地 域 手 当 住 居 手 当
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２　給料及び職員手当の増減額の明細

区 分 説　明

△ 7,000
その他の

増減分
△ 7,000

嘱託医師報酬改定
による減

平均給料月額 平均給料月額 340,648円

　×改定率 給与改定率 3.92%

　　×職員数 職員数 959人

　　　×12月

本年度支給額が

前年度支給額を 886人

上回る職員の数

平均増加額 2,799円

地域手当

13,836千円

期末手当  6月期  　 1.225月→1.25月

32,815千円 12月期  　 1.225月→1.25月

勤勉手当  6月期  　 1.025月→1.05月

31,660千円 12月期  　 1.025月→1.05月

扶養手当 420千円

管理職手当 263千円

医務手当 926千円

地域手当 △ 11,748千円

時間外勤務手当 44,724千円

休日勤務手当 6,080千円

通勤手当 1,876千円

住居手当 3,892千円

宿日直手当 △ 35,495千円

放射線取扱手当 37千円

夜間勤務手当 1,216千円

夜間看護手当 9,476千円

病院勤務手当 4,025千円

児童手当 12,720千円

期末・勤勉手当 △ 90,725千円

分娩手当 690千円

診療手当 △ 311千円

診断書等作成手当 43千円

備　考

△ 51,891 職員の変動等

26,420

報酬

給料

職員手当等

本年度支給額が
前年度支給額を
上回る職員の数
　×平均増加額

　　×12月

その他の
増減分

△ 175,746 職員の変動等

7,694

29,769
昇給に伴う
増加分

給与改定に
伴う増減分

給与改定に
伴う増減分

78,311

その他の
増減分

増減額

千円

増 減 事 由 別 内 訳

千円

153,671
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３　給料及び職員手当の状況

　（１）　職員一人当たりの給与

　（２）　初　任　給 （単位・円）

310,612

367,494

469,224

950,306

961,162

303,454

377,924

平 均 年 齢 （ 歳 ・ 月 ）

平 均 給 与 月 額 （ 円 ）

平 均 年 齢 （ 歳 ・ 月 ）

平 均 給 与 月 額 （ 円 ）

平 均 給 料 月 額 （ 円 ）

308,174

41.70

478,361

44.04

医療技術職

40.54

36.84

241,800 －

－

37.64

－

－ －

－

42.68

医 師

291,400

394,100

227,400

37.60

305,195

一般行政職准 看 護 師

249,400 220,000

225,600

237,600

207,700 188,000

201,000

267,100

看 護 師

高 校 卒

大 学 卒

－

－

区分

国の制度

藤枝市

国の制度

藤枝市

273,290323,960316,251

（行政職２）

技能労務職一般行政職

394,391

44.0542.1536.89

273,773323,735317,508

看・准看護師医療技術職

399,083

（行政職１）
区 分

現　在

現　在

（医療職２） （医療職３）

359,684

令和7年

1 月 1 日

令和6年

1 月 1 日

平 均 給 料 月 額 （ 円 ）

359,980

医 師

（医療職１）
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　（３）　級　別　職　員　数

　（級別の標準的な職務内容）

級
職員数
(人)

16.4 14 66.7

看・准看護師 一般行政職 技能労務職

－ － － － 11

構成比
(％)

職員数
(人)

構成比
(％)

職員数
(人)

21.1 － －

構成比
(％)

職員数
(人)

構成比
(％)

令 1級 46 36.5

和 2級 33 26.2 38 22.7 92 16.7 14

構成比
(％)

職員数
(人)

区 分
医　　　師 医療技術職

7 3級 15 11.9 58 －

年 4級 25 19.8 25 15.0 138 25.0 7

34.7 289 52.5 9 13.4 －

10.4 3 14.3

13.4 4 19.0

月 6級 23 13.8 4 0.7 7 10.4

1 5級 7 5.6 15 9.0 26 4.7 9

13.4

日 8級 1 0.6 1 1.5

1 7級 7 4.2 2 0.4 9

現
計 126 100.0 167

和 2級 30 24.2 39 23.5

100.0
在

令 1級 39 31.5 － － － －

100.0 551 100.0 67 100.0 21

93 16.7 11 17.2 － －

11 17.2 15 65.2

290 52.0 11 17.2 － －6 3級 21 16.9 61 36.7

142 25.4 8 12.5 3 13.1年 4級 27 21.8 21 12.7

26 4.7 5 7.8 5 21.71 5級 7 5.6 13 7.8

5 0.9 9 14.0月 6級 26 15.7

2 0.3 8 12.51 7級 5 3.0

1 1.6日 8級 1 0.6

64 100.0 23 100.0
現

計 124 100.0 166 100.0
在

医 師

区　分 1級 2級 3級 4級 5級

558 100.0

一 般 行 政 職 主任主査

助 産 師 看 護 師 看 護 師

准 看 護 師 准看護師

看 護 師

准看護師

助 産 師 助 産 師

准看護師

専門監

医 療 技 術 職 技師補

6級 7級 8級

部 長

技 能 労 務 職 業務長補業務補

主任技師

主任主事

技 師

主 事

技師補
主 査

業務士 業務長

主 幹係 長

医 員 科 長

技 師

医 長

主 査

部 長

業務主任

院 長
副院長

主任主査 部 長

部 長

主事補

室 長

副部長

所 長

室 長

課 長

主 任 主 幹

科 長

局 長

技 幹

主 幹

係 長

主任技師
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　（４）　昇　給

医 療 職 一 般 行 政 職 技 能 労 務 職

 職　　員　　数 （Ａ） （人） 959 870 67 22

 昇給に係る職員数 （Ｂ） （人） 886 802 64 20

２号給 （人） 58 46 7 5

４号給 （人） 828 756 57 15

６号給 （人） － － － －

８号給 （人） － － － －

 比　　較　（Ｂ）／（Ａ） （％） 92.4 92.2 95.5 90.9

医 療 職 一 般 行 政 職 技 能 労 務 職

 職　　員　　数 （Ａ） （人） 959 873 63 23

 昇給に係る職員数 （Ｂ） （人） 896 814 62 20

２号給 （人） 51 37 9 5

４号給 （人） 845 777 53 15

６号給 （人） － － － －

８号給 （人） － － － －

 比　　較　（Ｂ）／（Ａ） （％） 93.4 93.2 98.4 87.0

代 表 的 な 職 種
合 計区 分

※注１　昇給に係る職員数には、本年度支給額が昨年度支給額を上回る職員の数を掲載した。

区 分 合 計
代 表 的 な 職 種

※注２　昇給に係る職員数には、当該年度支給額が前年度支給額を上回る職員の数を掲載した。

本

年

度

号 給 数 別 内 訳

前

年

度

号 給 数 別 内 訳
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　（５）　特殊勤務手当

　（６）　期末手当・勤勉手当

　（７）　定年退職及び定年前早期退職に係る退職手当

　（８）　地域手当

　（９）　その他の手当

職制上の段階、
職務の級等に
よる加算措置

国 の 制 度 47.7090047.7090033.2707524.58688
定年前早期退職
特 例 措 置
2% ～ 45% 加 算

　医務手当、病院勤務手当、夜間看護手当、放射線取扱手当、診療手当、診断書等作成手当

47.70900

47.7090024.58688

有
4.500  

（2.350）
2.250  

前 年 度

本 年 度

2.250  

24.58688

2.300  
（1.200）

25年

33.27075

33.27075

その他の
加算措置等

通 勤 手 当

区 分

全 地 域

同

一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同

国 の 指 定 基 準
に 基 づ く
支 給 率

支 給 対 象
職 員 数

支 給 率

支給対象地域

126人

15.0 ％ 3.0 ％

806人

15.0 ％ 3.0 ％

医師以外医師

扶 養 手 当

同住 居 手 当

区 分

備 考

看護師
准看護師

医療技術職

2.300  
（1.200）

（1.175）

4.600  
（2.400）

2.300  
（1.200）

2.300  
（1.200）

技能労務職

61,097

11.3

同 上

－

－

－7.9

医師全職種 一般行政職

差 異 の 内 容

同

勤続の者
20年

同上

一般会計と同じ

47.70900

47.70900

備考

（月分） （月分） （月分） （月分）

35年
勤続の者勤続の者

最高限度

－－

－

一 般 会 計 と 同 じ

※注　()は、再任用職員の標準的な支給率

12月（月分）6月（月分）

支給期別支給率

（月分）

国 の 制 度

前 年 度

本 年 度

支 給 対 象 職 員 の 比 率 （ ％ ）

代 表 的 な
特 殊 勤 務 手 当 の 名 称

支 給 対 象 職 員 一 人 当 た り
平 均 支 給 月 額 （ 円 ） 282,054 34,8788,777

（1.175）

有

区 分

4.600  
（2.400）

有

24.1

87.896.092.3

1.9

91.6

給 料 総 額 に 対 す る 比 率 （ ％ ）

（ 令 和 ７ 年 １ 月 １ 日 現 在 ）

区 分
支給率計
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（単位：千円）

１

(1) 診 療 収 益 21,556,260

(2) 負 担 金 648,900

(3) そ の 他 医 業 収 益 360,940 22,566,100

２

(1) 給 与 費 11,680,310

(2) 材 料 費 6,223,260

(3) 経 費 2,917,250

(4) 減 価 償 却 費 1,296,700

(5) 資 産 減 耗 費 20,000

(6) 研 究 研 修 費 69,370 22,206,890

医 業 利 益 359,210

３

(1) 受 取 利 息 配 当 金 3,000

(2) 補 助 金 63,400

(3) 負 担 金 680,000

(4) 保 育 所 収 益 11,730

(5) 長 期 前 受 金 戻 入 85,000

(6) そ の 他 医 業 外 収 益 79,340 922,470

４

(1) 支 払 利 息 及 び 65,000

企 業 債 取 扱 諸 費

(2) 長 期 前 払 消 費 税 償 却 費 94,000

(3) 医 療 職 員 養 成 費 68,260

(4) 保 育 所 運 営 費 74,690

(5) 雑 支 出 925,450

(6) 消 費 税 36,000 1,263,400 △ 340,930

経 常 利 益 18,280

５

(1) そ の 他 特 別 損 失 100 100 △ 100

６

(1) 予 備 費 18,180 18,180 △ 18,180

当 年 度 純 利 益 0

前 年 度 繰 越 欠 損 金 9,724,578

当 年 度 未 処 理 欠 損 金 9,724,578

特 別 損 失

予 備 費

令 和 ６ 年 度 藤 枝 市 病 院 事 業 予 定 損 益 計 算 書

（令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで）

医 業 収 益

医 業 費 用

医 業 外 収 益

医 業 外 費 用
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令 和 ６ 年 度

（単位：千円）

1

2,511,212

27,201,669

△ 19,300,573 7,901,096

520,302

△ 387,253 133,049

9,679,431

△ 6,154,336 3,525,095

29,762

△ 18,074 11,688

618,620

△ 587,728 30,892

389,667

　 14,502,699

8,247

8,247

104,050

518

454,763

559,331

15,070,277

２

4,283,893

3,805,987

△ 5,000 3,800,987

119,602

916

950

8,206,348

23,276,625

藤 枝 市 病 院 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

資 産 の 部

資 産 合 計

前 払 費 用

そ の 他 流 動 資 産

流 動 資 産 合 計

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

貯 蔵 品

(1)

(2)

(3)

(4)

(5)

投 資

ト 建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

投 資 合 計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

イ 長 期 貸 付 金

ロ 敷 金

ハ 長 期 前 払 消 費 税

(2)

(3)

　 減 価 償 却 累 計 額

ホ 車 両

　 減 価 償 却 累 計 額

イ 電 話 加 入 権

無 形 固 定 資 産 合 計

ニ 器 械 備 品

　 減 価 償 却 累 計 額

ハ 構 築 物

　 減 価 償 却 累 計 額

ヘ リ ー ス 資 産

（ 令 和 ７ 年 ３ 月 ３ １ 日 ）

ロ 建 物

　 減 価 償 却 累 計 額

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

イ 土 地

(1)
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（単位：千円）

３

4,759,173

2,312,043

3,461

2,315,504

7,074,677

４

1,917,926

1,067,447

531,000

106,000

637,000

74,258

1,601

5,114

3,703,346

５

15,952

△ 13,207 2,745

224

△ 199 25

2,839,496

△ 2,018,785 820,711

823,481

823,481

11,601,504負 債 合 計

補 助 金

収 益 化 累 計 額

長 期 前 受 金 合 計

収 益 化 累 計 額

寄 附 金

収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

受 贈 財 産 評 価 額

繰 延 収益 合 計

(1)

イ

ロ

ハ

預 り 金

そ の 他 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

引 当 金

イ 賞 与 引 当 金

ロ 法定福利費引当金

(3)

(4)

(6)

(5) 前 受 金

未 払 金

企 業 債

ロ 修 繕 引 当 金

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

引 当 金 合 計

(1)

(2)

企 業 債

引 当 金

イ 退 職 給 付 引 当 金

(1)

(2)

負 債 の 部

固 定 負 債
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（単位：千円）

６

21,391,303

21,391,303

７

8,396

8,396

9,724,578

9,724,578

△ 9,716,182

11,675,121

23,276,625

(1)

(2)

負 債 資 本 合 計

欠 損 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

イ 当年度未処理欠損金

剰 余 金

資 本 剰 余 金

イ 受 贈 財 産 評 価 額

資 本 の 部

資 本 金

自 己 資 本 金

資 本 金 合 計

(1)
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令 和 ７ 年 度

（単位：千円）

1

2,511,212

28,319,700

△ 19,802,773 8,516,927

520,302

△ 391,253 129,049

9,586,849

△ 6,520,616 3,066,233

33,362

△ 20,574 12,788

618,620

△ 587,728 30,892

52,727

　 14,319,828

8,247

8,247

74,450

1,318

496,254

572,022

14,900,097

２

5,147,810

3,638,618

△ 5,000 3,633,618

119,582

916

950

8,902,876

23,802,973

未 収 金

貸 倒 引 当 金

貯 蔵 品

前 払 費 用

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 預 金

そ の 他 流 動 資 産

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

(1)

(2)

(3)

(4)

(5)

ロ 敷 金

ハ 長 期 前 払 消 費 税

投 資 合 計

無 形 固 定 資 産 合 計

投 資

イ 長 期 貸 付 金

(3)

ヘ リ ー ス 資 産

　 減 価 償 却 累 計 額

ホ 車 両

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

イ 電 話 加 入 権

　 減 価 償 却 累 計 額

ト 建 設 仮 勘 定

(2)

　 減 価 償 却 累 計 額

ニ 器 械 備 品

　 減 価 償 却 累 計 額

ハ 構 築 物

　 減 価 償 却 累 計 額

有 形 固 定 資 産

イ 土 地

ロ 建 物

藤 枝 市 病 院 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

資 産 の 部

固 定 資 産

（ 令 和 ８ 年 ３ 月 ３ １ 日 ）

(1)
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（単位：千円）

３

4,733,642

2,293,524

3,561

2,297,085

7,030,727

４

1,981,872

1,019,000

556,000

108,000

664,000

74,258

5,114

3,744,244

５

15,952

△ 13,874 2,078

224

△ 199 25

2,896,796

△ 2,107,118 789,678

791,781

791,781

11,566,752

繰 延 収 益 合計

負 債 合 計

補 助 金

収 益 化 累 計 額

長 期 前 受 金 合 計

ハ

収 益 化 累 計 額

寄 附 金

収 益 化 累 計 額

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

受 贈 財 産 評 価 額

(1)

イ

ロ

ロ 法定福利費引当金

引 当 金 合 計

預 り 金

そ の 他 流 動 負 債

企 業 債

引 当 金

イ 賞 与 引 当 金

(2)

(3)

(4)

(5)

企 業 債

引 当 金

流 動 負 債

未 払 金

イ 退 職 給 付 引 当 金

ロ 修 繕 引 当 金

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

(2)

(1)

(1)

負 債 の 部

固 定 負 債
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（単位：千円）

６

21,952,403

21,952,403

７

8,396

8,396

9,724,578

9,724,578

△ 9,716,182

12,236,221

23,802,973

イ 受 贈 財 産 評 価 額

資 本 の 部

資 本 金

自 己 資 本 金

資 本 金 合 計

負 債 資 本 合 計

欠 損 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

イ 当年度未処理欠損金

(1)

(1)

(2)

剰 余 金

資 本 剰 余 金
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注記  

１  重要な会計方針  

（１）棚卸資産の評価基準及び評価方法  

   貯蔵品  先入先出法による原価法  

（２）固定資産の減価償却の方法  

ア  有形固定資産  

・減価償却の方法  

定額法  

   ・主な耐用年数  

建物          １５～５０年  

構築物         １０～５０年  

医療器械        ３～１５年  

一般器械        ４～２０年  

車両運搬具       ４  ～  ６年  

  イ  リース資産  

    ・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産  

     自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法による。  

（３）引当金の計上方法  

ア  退職給付引当金  

職員の退職給付費の支給に備えるため、年度末における退職手当の要支

給額に相当する金額を計上している。  

なお、一般会計との負担割合は協議に基づき、病院事業会計において給

与を支給している職員のうち、市長部局において採用された行政職及び技

能労務職の退職給付費を除く額を計上している。  

イ  賞与引当金及び法定福利費引当金  

職員の期末勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利費の支払いに備え

るため、年度末における支給見込額に基づき、各年度の負担に属する額を

計上している。  

ウ  貸倒引当金  

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能

見込額を計上している。  
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（４）消費税及び地方消費税の会計処理  

   消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。  

なお、固定資産の取得に係る控除対象外消費税については、長期前払消費

税に計上して２０年間以内で均等償却し、それ以外の控除対象外消費税につ

いては、当該事業年度の費用として処理している。  

 

２  予定貸借対照表等関連  

（１）企業債の償還に係る一般会計の負担  

   予定貸借対照表に計上されている企業債（当年度の末日の翌日から起算し

て１年以内に償還予定のものも含む）のうち、一般会計が負担すると見込ま

れる額は２，８８２，８５９千円である。  

（２）引当金の取崩し  

ア  退職給付引当金の取崩し  

  令和６年度において、退職給付費として２２８，０００千円を支給する

と見込まれるため、同額を取り崩す。  

令和７年度において、退職給付費として３００，０００千円を支給する

と見込まれるため、同額を取り崩す。  

イ  賞与引当金の取崩し  

令和６年度において、期末手当及び勤勉手当として２，０１０，７３３

千円を支給すると見込まれるため、５０８，０００千円を取り崩す。  

令和７年度において、期末手当及び勤勉手当として２，０２２，８３０

千円を支給すると見込まれるため、５３１，０００千円を取り崩す。  

  ウ  法定福利費引当金の取崩し  

令和６年度において、期末手当及び勤勉手当の支給に係る法定福利費と

して３７３，３０４千円を支給すると見込まれるため、９７，０００千円

を取り崩す。  

令和７年度において、期末手当及び勤勉手当の支給に係る法定福利費と

して３９６，３５６千円を支給すると見込まれるため、１０６，０００千

円を取り崩す。  
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エ 貸倒引当金の取崩し  

  令和６年度において、不納欠損３，０００千円を処分することが見込ま

れるため、同額を取り崩す。  

令和７年度において、不納欠損５，０００千円を処分することが見込ま

れるため、同額を取り崩す。  

 

３  減損損失  

（１）グルーピングの方法  

病院事業に使用している固定資産については、すべての資産が一体となっ

てキャッシュ・フローを生成していることから、全体を１つの資産グループ

としている。ただし、遊休資産については、個々の物件単位で別区分として

いる。  

（２）減損の兆候について  

各年度において、以下の資産について減損の兆候を確認した。  

区分  種類  所在地  

遊休資産  土地   前島医師住宅跡地（前島三丁目地内）  

   なお、上記資産は、回収可能価額が帳簿価格を上回るため、減損損失を認

識しない。回収可能価額は、固定資産評価額を参考としている。  

 

４  その他の注記  

（１）修繕引当金に関する経過措置  

平成２６年３月３１日以前に引き当てられたものについては、引き続き従

前の例により取り崩すこととする。  
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収       入

1 病 院 事 業 収 益

1 医 業 収 益

1 診 療 収 益

2 負 担 金

3 そ の 他 医 業 収 益

2 医 業 外 収 益

1 受 取 利 息 配 当 金

2 補 助 金

令 和 ７ 年 度 藤 枝 市 病 院 事 業 会 計 予 算 収 入 支 出 明 細 書

    収益的収入及び支出

款 項 目
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23,400,000

22,452,600

21,409,300

年間延患者数

1人１日当り単価

年間延患者数

1人１日当り単価

648,900

他 会 計 負 担 金 648,900 救急医療経費

394,400

室 料 差 額 収 益 100,000 特別室・個室利用料 等

公 衆 衛 生 活 動 収 益 136,300

医 療 相 談 収 益 75,100 人間ドック収益

受 託 検 査 施 設 利 用 収 益 10,000

そ の 他 医 業 収 益 73,000

947,400

15,100

預 金 利 息 15,100

62,600

18,300
11,000
10,000
11,200
3,240

860
2,000
1,000
1,000
1,700

800
600
600
300

入 院 収 益 13,169,200

外 来 収 益 8,240,100

住民検診、各種健康診断料 等

節 予     定     額

（単位：千円）

160,600人

82,000円

備            考

30,000円

274,670人

第 2 次 救 急 医 療 施 設 運 営 事 業

指 導 医 招 聘 等 事 業
医 師 確 保 対 策 事 業
訪 問 看 護 出 向 研 修 支 援 事 業

看 護 の 質 向 上 促 進 研 修 事 業

地 震 ・ 津 波 対 策 等 減 災 交 付 金

産 科 医 等 確 保 支 援 事 業
特 定 行 為 研 修 運 営 事 業

特 定 行 為 指 定 研 修 機 関 運 営 事 業

救 急 患 者 退 院 ｺ ｰ ﾃ ﾞ ｨ ﾈ ｰ ﾀ ｰ 事 業

周産期母子医療ｾﾝﾀｰ運営事業

新 人 看 護 師 研 修 事 業

開業医等からの検査依頼収入

主治医意見書、諸証明手数料 等

国 （ 県 ） 補 助 金 62,600

がん診療連携拠点病院等機能強化事業

医 師 臨 床 研 修 費 等
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3 負 担 金

4 保 育 所 収 益

5 長 期 前 受 金 戻 入

6 そ の 他 医 業 外 収 益

款 項 目
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680,000

他 会 計 負 担 金 680,000

14,000

保 育 所 収 益 14,000 保育料 等

89,000

長 期 前 受 金 戻 入 89,000

86,700

貸 付 料 15,700

そ の 他 医 業 外 収 益 71,000

（単位：千円）

備            考節 予     定     額

職員住宅貸付料 等

治験研究費 等

企業債償還利息分 等

補助金等で購入した固定資産の
減価償却見合い分収益額
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支       出

1 病 院 事 業 費 用

1 医 業 費 用

1 給 与 費

款 項 目
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23,400,000

23,091,200

11,700,000

(正規職員）

事 業 管 理 者 1人 事 務 員 43人

医 師 130人 業務支援職員 22人

医 療 技 術 員 182人 看 護 助 手 5人

看 護 師 558人 労 務 員 17人

小　　計 958人

（再任用職員）

医 療 技 術 員 7人 労 務 員 1人

看 護 師 1人

小　　計 9人

（会計年度任用職員）

医 師 32人 事 務 員 72人

医 療 技 術 員 11人 業務支援職員 63人

看 護 師 54人 看 護 助 手 68人

准 看 護 師 1人 労 務 員 35人

小　　計 336人

合　　計 1,303人

手 当 等 3,775,000

報 酬 595,000

法 定 福 利 費 1,586,000

退 職 給 付 費 300,000

賞 与 引 当 金 繰 入 額 556,000

法定福利費引当金繰入額 108,000

4,780,000

（単位：千円）

嘱託医師、応援医師報酬

共済組合負担金 等

翌年度末要支給額に係る積立額

翌年度分期末・勤勉手当に係る積立額

備            考

期末・勤勉手当 等

給 料

翌年度分期末・勤勉手当に係る積立額

節 予     定     額
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2 材 料 費

3 経 費

款 項 目
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6,720,000

薬 品 費 4,500,000

診 療 材 料 費 2,050,000

給 食 材 料 費 140,000

医 療 消 耗 備 品 費 30,000

3,290,000

厚 生 福 利 費 28,700

報 償 費 8,500

旅 費 29,400

職 員 被 服 費 8,100

消 耗 品 費 111,500

消 耗 備 品 費 14,800

光 熱 水 費 418,000

燃 料 費 2,000

食 糧 費 200

印 刷 製 本 費 19,800

修 繕 費 217,400

保 険 料 25,700

賃 借 料 295,200

通 信 運 搬 費 19,900

委 託 料 2,011,000

諸 会 費 29,700

交 際 費 1,500

手 数 料 41,600

修 繕 引 当 金 繰 入 額 100

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 5,000

雑 費 1,900

顧問弁護士報償費 等

節 予     定     額

投薬、注射薬 等

応援医師旅費、赴任旅費 等

施設管理、事務用消耗品 等

施設管理消耗備品 等

電気、ガス、水道料金 等

手術材料 等

入院患者用給食材料 等

手術セット鋼製器械 等

健康診断検査費用事業者負担金 等

（単位：千円）

回診衣、手術衣 等

備            考

医事業務、臨床検査業務 等

全国自治体病院協議会会費 等

電話、郵便料 等

公用車燃料 等

ラベル類、請求伝票 等

医療器機修繕、施設・設備補修 等

賠償責任保険 等

寝具設備、医療機器借上 等

麻薬施用者免許申請料 等

翌年度分債権回収不能額

公用車重量税 等

慶弔費 等
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4 減 価 償 却 費

5 資 産 減 耗 費

6 研 究 研 修 費

2 医 業 外 費 用

1
支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

2 長 期 前 払 消 費 税 償 却 費

3 医 療 職 員 養 成 費

款 項 目
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1,262,700

建 物 減 価 償 却 費 502,200

構 築 物 減 価 償 却 費 4,000

器 械 備 品 減 価 償 却 費 754,000

車 両 減 価 償 却 費 2,500

43,100

棚 卸 資 産 減 耗 費 20

固 定 資 産 除 却 費 43,080 器械備品 等

75,400

研 究 材 料 費 4,600 文献複写代、事務用消耗品 等

謝 金 2,700 講演会講師謝礼 等

図 書 費 20,000 医学図書 等

旅 費 22,000 研究研修旅費

研 究 雑 費 26,100 研修参加費、登録料 等

288,700

20,000

企 業 債 利 息 16,000 企業債借入利息

一 時 借 入 金 利 息 4,000

70,800

長 期 前 払 消 費 税 償 却 費 70,800 控除対象外消費税償却

53,300

看 護 職 員 養 成 経 費 21,500 看護職員修学資金の費用化 等

医 師 職 員 養 成 経 費 31,800 医師職員修学資金の費用化 等

節 予     定     額 備            考

（単位：千円）
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4 保 育 所 運 営 費

5
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

6 雑 支 出

3 特 別 損 失

1 そ の 他 特 別 損 失

4 予 備 費

1 予 備 費

款 項 目
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91,400

給 料
(正規職員）

保育士 2人
（会計年度任用職員　第1号）

保育士 2人 労務員 3人
小　 計 5人

（会計年度任用職員　第2号）

保育士 11人 労務員 1人
小　 計 12人
合　 計 19人

手 当
法定福利費
光熱水費・給食材料費
遊具・教材・修繕 等

36,000

消 費 税 及 び
地 方 消 費 税 36,000

17,200

雑 支 出 17,200 広告料 等

100

100

そ の 他 特 別 損 失 100

20,000

20,000

予 備 費 20,000

節 予     定     額 備            考

保 育 所 運 営 経 費 6,200

その他の特別損失

（単位：千円）

保 育 所 給 与 費 85,200
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収       入

1 資 本 的 収 入

1 企 業 債

1 企 業 債

2 出 資 金

1 出 資 金

3 投 資 回 収 金

1 投 資 回 収 金

4 補 助 金

1 補 助 金

    資本的収入及び支出

款 項 目
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1,747,000

1,128,000

1,128,000

医療器械器具購入事業
病院施設整備事業

561,100

561,100

出 資 金 561,100 一般会計出資金（企業債元金償還分）

600

600

投 資 回 収 金 600 医師住宅敷金回収

57,300

57,300

補 助 金 57,300 地震・津波対策等減災交付金等

（単位：千円）

予     定     額

企 業 債 1,128,000

節 備            考
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支       出

1 資 本 的 支 出

1 建 設 改 良 費

1 建 物 費

2 器 械 備 品 費

3 建 設 諸 経 費

2 償 還 金

1 企 業 債 償 還 金

3 投 資

1 長 期 貸 付 金

2 敷 金

4 予 備 費

1 予 備 費

款 項 目
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2,459,000

1,225,200

859,000

工 事 費 778,000 病院施設整備事業

委 託 料 81,000 工事監理業務委託

366,000

医 療 器 械 購 入 費 343,000 医療器械器具の購入費

器 具 備 品 購 入 費 23,000 備品・防災用品等の購入費

200

旅 費 200 工事検査旅費

1,190,000

1,190,000

企 業 債 償 還 金 1,190,000 企業債元金償還金

33,800

32,400

長 期 貸 付 金 32,400 看護学生修学資金

1,400

敷 金 1,400 医師住宅敷金

10,000

10,000

予 備 費 10,000

節 予     定     額

（単位：千円）

備            考
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